
介護保険法施行令（平成 10年 12月 24日政令第 412号）抜粋 
最終改正：平成 18年 3月 31日政令第 154号 

（法第 8条第 2項 及び第 8条の 2第 2項 の政令で定める者）  
第３条 法第 8条第 2項 及び第 8条の 2第 2項 の政令で定める者は、次の各号に掲げる研修の課程を

修了し、それぞれ当該各号に定める者から当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者（以

下この条において「養成研修修了者」という。）とする。  
一 都道府県知事の行う介護員の養成に関する研修 当該都道府県知事  
二  都道府県知事が指定する者（以下この条において「介護員養成研修事業者」という。）の行
う研修であって厚生労働省令で定める基準に適合するものとして都道府県知事の指定を受け

たもの（以下この条において「介護員養成研修」という。） 当該訪問介護員養成研修事業者  
２ 前項第二号の事業者の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請に

より、次に掲げる要件を満たすと認められる者について、当該都道府県知事が行う。  
一  厚生労働省令で定める基準に適合する介護員養成研修を適正に実施する能力があると認め
られること。  

二  次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。 
イ 養成研修修了者について、厚生労働省令で定める事項を記載した名簿を作成し、及びこれ

を都道府県知事に送付すること。 
ロ 厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しく

は再開したときに、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を都道府県知
事に届け出ること。 
ハ 介護員養成研修の実施に関して都道府県知事が当該事業に関する情報の提供、当該事業の

内容の変更その他の必要な指示を行った場合に、当該指示に従うこと。 
３ 都道府県知事は、介護員養成研修事業者が、前項各号に掲げる要件を満たすことができなくな

ったと認められるときは、第一項第二号の指定を取り消すことができる。  
４ 前三項に規定するもののほか、養成研修修了者に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 


